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１．はじめに 

2010 年の羽田空港の拡張による再国際化により、成

田－羽田空港間の内際分離の原則は消滅し、2014 年以

降の羽田空港国際線発着枠は年間９万回に拡大する。

一方、成田空港においても発着能力を年間 30 万回まで

段階的に拡大される予定であり、首都圏の空港容量は

今後大幅に増加する。これら大幅な発着枠の拡大によ

り、当面の航空需要の増加に対応できる一方、都心ア

クセスに優れ、豊富な国内線網を有する羽田空港の国

際線拡充は、今まで国際線を一手に担ってきた成田空

港の発着枠に余裕をもたらす可能性がある。この余剰

枠を利用し、今まで困難であった国内線拡充を行えば、

地方都市からの旅客の出国利便性が格段に向上するこ

とが期待できる。さらに、機材の中・小型化により国

際線の多頻度運航が実現すれば、地方旅客だけでなく

関東圏の旅客にとっても選択可能な航空便が増大し、

利便性の向上を享受できるはずである。 

そこで本研究では、成田空港における国内線拡充・

国際線多頻度運航が地方空港からの内際乗継旅客（以

下、地方乗継旅客）および関東甲信地方の旅客の利便

性向上に与える影響を検討し、利便性向上に寄与する

成田空港新規発着枠の利用方法を検討することを目的

とする。 

２．地方乗継旅客の成田空港利用状況 

地方乗継旅客が、成田空港の国際線を利用する場合、

何らかの形で成田空港までアクセスをする必要がある。

しかし、成田－地方空港間を結ぶ国内線数は限られて

おり、図－１のように地方空港から羽田便を利用し、

最終的に陸路で成田空港へ移動する旅客や、新幹線を

利用する旅客も多数を占めている状況にある。これは、

成田便就航空港の周辺都市の旅客が高い比率で直行便

を利用している状況と対照的であり、地方空港におけ

る成田便の開設が旅客の出国空港へのアクセス利便性

を高め、直行便利用者数を増加させる可能性があるこ

とを示唆しているものと考えられる。 

 

図－１ 道府県別成田空港出国者代表アクセス構成 

３．旅客利便性向上評価のためのモデル構築 

成田空港における国内線の拡充は、地方乗継旅客の

出国空港アクセスの利便性を向上させるものである一

方、国際線の運航頻度増加は成田空港を利用する旅客

に選択可能な国際線便数を増加させる意味で出国利便

性に影響すると換言できる。また、アクセス利便性が

出国空港選択に影響することは多くの既存研究１）のと

おりである。そこで、地方乗継旅客のアクセス利便性

を評価できるモデルとして、アクセス経路選択モデル

の構築を行う。出国利便性に関しては、アクセス利便

性を考慮した出国空港選択モデルを構築する。関東甲

信旅客も同様に、アクセス利便性と出国利便性を評価

するモデルをそれぞれ構築するものとし、地方乗継・

関東甲信旅客の合計４つのモデル構築を行う。 

（１）地方乗継旅客のためのモデル構築 

出国空港アクセスの利便性を評価可能なモデルと、

アクセス利便性を組み込んだ出国空港選択モデルの２

つを構築する。モデル化には、行動選択モデルとして

一般的な非集計型のロジットモデルを採用した。 

① 出国空港アクセス経路選択モデル 

地方乗継旅客の出国空港までのアクセス経路は前

述のとおり、空路による直行便経路、経由便経路およ

び新幹線経路の３経路による利用が多数である。そこ

で、旅客は出国空港までの経路として３経路のいずれ

かを選択するものとしてモデル化を行う。モデル化す

る旅客の行動データは、2007 年の国際航空旅客動態調

査の個票を利用する。個票データは日本人／外国人の
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別に存在するが、外国人旅客の OD が不明確であるた

め、日本人旅客のみを対象とした。 

なお、モデルパラメータの推定に当たっては、成田

空港だけでなく、関西空港出国者も含めた。これは、

成田空港よりも国内線が充実した関西空港を含めるこ

とにより、安定した推定結果を得るためである。モデ

ルパラメータの推定には、個票データに附随する年拡

大係数を用いた重み付最尤推定法を利用している。推

定結果は表－１のとおりであり、尤度比、的中率とも

に良好な結果となっている。 

表－１ 地方乗継旅客のアクセス経路選択モデル 

 

② 出国空港選択モデル（地方乗継旅客） 

出国空港アクセス経路選択モデルより算出される

ログサム変数（＝アクセシビリティ指標。以下、AC

指標）を用いて、地方乗継旅客の出国空港選択モデル

を構築する。旅客の選択肢を成田および関西空港とし、

2007 年に２空港で競合していた国際線（直行便）を利

用した旅客をモデル化の対象とする。旅客の出国空港

選択行動は、海外目的地への各空港における国際線運

航頻度と出国空港までの AC 指標により説明できるも

のとし、モデルパラメータの推定を行った。結果が表

－２であり、統計的に有意なモデルが構築できている。 

表－２ 出国空港選択モデル（地方乗継旅客） 

 

（２）関東甲信旅客のためのモデル構築 

関東甲信旅客の利便性にとって重要な点は、成田空

港の国際線多頻度化や羽田空港の国際化状況にあると

考えられ、状況で異なる利便性を評価可能なモデルを

構築する。ただし、地方乗継旅客と同様に、利便性の

構成要素は国際線運航頻度や AC 指標によるものとし、

これらの要素で旅客の空港選択行動の説明をおこなう。 

① 空港アクセス手段選択モデル 

AC 指標算出のためのモデルとして、空港アクセス

手段選択モデルを構築する。地方乗継旅客と同様に

2007 年の動態調査の個票から、関東甲信地方に居住し、

成田－羽田空港の双方で運航されていたソウル便・上

海便を利用した旅客を対象に、出国空港までのアクセ

ス交通手段選択行動をモデル化する。旅客は出国空港

までのアクセス手段として、鉄道、自動車、高速バス

のいずれかを選択するものとし、各手段に対して市区

町村単位でサービスレベルを設定した。複数の説明変

数、モデル構造の組合せを比較し、採用したモデルパ

ラメータの推定結果を表－３に示す。高速バス選択ダ

ミーの t 値が低いものの、AC 指標算出を目的としたモ

デルであることから、本モデルを空港アクセス手段選

択モデルとし、本モデルより AC 指標を算出し、出国

空港選択モデルに組み込む。 

表－３ アクセス交通手段選択モデル 

 

② 出国空港選択モデル（関東甲信旅客） 

AC 指標と国際線運航頻度を説明変数として、関東

甲信旅客の出国空港選択モデルを構築する。対象とす

る旅客はアクセス手段選択モデルと同様である。モデ

ルパラメータの推定結果を表－４に示す。尤度比は低

いものの、パラメータは有意であり、図－２に示すと

おり、ゾーン集計した場合の再現性が確認できる。 

表－４ 出国空港選択モデル（関東甲信旅客） 

 

 

図－２ 出国空港選択モデルの再現性（ゾーン集計） 

４．国内線拡充による旅客の利便性向上 

（１）アクセス一般化費用減尐効果の算出方法 

成田国内線の拡充が地方乗継旅客のアクセス利便
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説明変数 出国空港選択モデル（関東甲信旅客） パラメータ t 値 

共通 路線別国際線運航便数(ln 便数/週)  1.15 10.08 

共通 アクセシビリティ値 0.351 8.41 

  尤度比 0.106 

  的中率 58.4% 

  サンプル数 1,104 

 

説明変数 空港アクセス手段選択モデル パラメータ t 値 

共通 アクセス所要時間(分)  -0.0299  -10.86  

共通 アクセス費用(100 円)  -0.0905  -12.45  

ダミー 高速バス選択ダミー 16.0  0.34  

  尤度比 0.415 

  的中率 69.8% 

  サンプル数 1,104 

  時間価値評価額（円/時） 1,982 

 

説明変数 出国空港選択モデル（地方乗継旅客） パラメータ t 値 

共通 路線別国際線運航便数(ln 便数/週)  1.47 7.92 

共通 アクセシビリティ値 0.58 8.84  

  尤度比 0.378 

  的中率 78.7% 

  (成田出国)  88.4% 

  (関空出国)  67.1% 

  サンプル数 347 

 

説明変数 アクセス経路選択モデル パラメータ t 値 

共通 空港・新幹線駅アクセス時間(分)  -0.0224 -13.13  

共通 待ち時間＋ラインホール時間＋乗継時間(分)  -0.0108 -2.05 

直行・経由 ラインホール便数(ln 便数/週)  0.417 4.33 

新幹線 有効運航本数(ln 本数/週)  0.426 2.90  

直行・経由 国内線ラインホール費用(100 円)  -0.0155 -3.69 

新幹線 新幹線ラインホール費用(100 円)  -0.0237 -2.06 

共通 イグレス時間(分)  -0.0189 -9.11 

  尤度比 0.353 

  的中率 71.7% 

  サンプル数 709 

  航空ラインホール時間価値評価額(円/時)  4,181 

 



性に与える影響を検討する。ここでの旅客利便性は、

出発地から成田空港までのアクセス一般化費用

（ACGC）を指すものとし、直行便経路の ACGC の減

尐が、３経路のサービスレベルを総合した期待最小費

用の減尐に与える影響、および ACGC の減尐による利

用者便益を計測し、成田国内線拡充の効果の質と大き

さについて考察を行う。利用者便益およびゾーン Zjに

おける総利用者便益の算出方法を式(1),(2)に示す。 
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（２）成田国内線の拡充による利便性向上 

全国 31 の空港を対象として、成田国内線拡充の影

響を検討する。単純化のため、直行便経路を利用する

旅客は、居住する道府県内の空港から出発するものと

し、県境を越える地方空港アクセスは考慮しない。な

お、県内に空港の無い県は、最寄りの直行便就航空港

を利用すると仮定する。各路線共に１～３便／日の成

田便拡充を想定し、成田便既設空港では（現状の便数）

＋（１～３便）、新設空港では最大３便／日の運航が行

われる状態となる。また、航空運賃や飛行時間は羽田

路線を参考に設定し、直行便以外の経路は 2010 年のサ

ービスレベルを設定した。 

図－３は１便／日就航時の総利用者便益発生額が

大きい路線順に並べたものであり、図－４は１人当た

り平均額に換算して示している。いずれの場合も既設

よりも新設路線の便益発生額の方が大きい傾向にある。

これは、成田路線新設により国内線搭乗空港までのア

クセス時間が大幅に短縮し、期待最小費用の減尐に反

映されるためである。総額としてみれば、成田出国者

数が多く、県内からの空路が無かった新潟県が最大で

あるが、１人当たり平均額に換算した場合では函館や

鹿児島のような長距離路線が大きい。これは、新潟県

では新幹線が AC を担保していること、空路よりも新

幹線の利便性が高い地域が多いことなどが影響してい

るためであり、路線によって直行便拡充の意義が異な

ることを示している。 

 

図－３ 道府県別総利用者便益の発生状況 

 

図－４ 道府県別１人当たり利用者便益の発生 

（３）容量制約下での拡充優先路線の検討 

成田空港における国際線枠拡大の必要性からも、国

内線を無尽蔵に拡充することは望ましくない。また、

拡充便数を制限される場合、拡充路線の組合せによっ

て利便性に与える影響は変化する。そこで、国内線拡

充便数が制限される場合に利便性を最大化できる拡充

路線について検討を行う。アクセス利便性向上に繋が

ると考えられる拡充路線選択方法を表－５にまとめる。 

表－５ 利便性向上のための拡充路線選択方法 

 

４つの方法により、先の 31 路線 93 便に優先順位を

付ける。容量制約が１便から 93 便の状況内において、

各ケースで獲得可能な利用者便益を図－５に示す。

ACGC 改善を意図した場合、旅客数の尐ない路線の拡

充が優先され便益額が伴わない。また、直行便旅客数

の最大化は利用者便益の最大化に近い便益額が得られ

る。これらより、旅客数の多い路線では一定の AC が

確保されているものと考えられる。このため、④の両

立策では最大に近い利用者便益が発生する。 

 

図－５ 拡充方法の違いによる利用者便益発生額 
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＜拡充路線選択方法＞ 拡充の方法・概念 
① 総利用者便益最大化 UBの発生額の大きい路線を優先して拡充。 
② 1 人当たり便益最大化 AC 改善の効果が大きい路線を優先して拡充。 
③ 直行便利用者数最大化 多くの直行便利用者が期待できる路線を優先して拡充。 

④ ②と③の両立 
ACの改善を図りつつ、より多くの旅客に直行便を供給する。路線
別に②および③での寄与度を算出し、両寄与度の合計値が大き
い路線を優先して拡充。 

 

UBin : 起点 iから出国空港 nにアクセスする際の総利用者便益 
Xin : 起点 iから出国空港 nを利用する旅客の総数 
Vink : 起点 iから出国空港 nまでアクセス経路 kを利用する際に得られ
る効用の確定項 
W : With ケース（国内線拡充あり）を示す添え字 
WO : Without ケース（国内線拡充なし）を示す添え字 
b : 出国空港アクセス経路選択モデルの国内線ラインホール費用のパ
ラメータ 
UBZjn : ゾーン Zjで発生する消費者余剰の総額 



５．内際配分の違いによる旅客利便性の変化 

（１）将来首都圏空港シナリオの想定 

羽田空港の国際線就航状況は、成田空港の国際線多

頻度運航の運航頻度や、国内線拡充による利便性向上

に影響すると考えられる。そこで、成田の空港容量が

30 万回となる 2014 年を想定し、表－６に示した各要

素を組合せて、複数のシナリオを作成し、旅客利便性

の影響を比較、検討する。影響の大きさは、出国空港

選択モデルから羽田・成田空港のログサム変数を算出

し、利用者便益の発生状況として評価を行う。 

表－６ シナリオの想定 

 

（２）結果と考察 

図－６はシナリオ時に成田空港で運航される国際

線便数を出国空港選択モデルから検討した結果である。

成田空港で国際線多頻度運航が行われても、成田空港

の空港容量に達することはなく、国内線拡充や新規国

際線の開設に十分な容量があることがわかる。 

 

図－６ シナリオ時の成田空港内際配分状況 

図－７は、地方乗継旅客に発生する利用者便益を、

各ケースで比較したものである。羽田空港が国際線 19

路線に９万回を配分する場合の便益が最大であり、高

需要路線で多頻度運航の羽田空港、多路線で多頻度運

航の成田空港で機能分担が成り立っている状態に近い

と考えられる。一方、羽田空港国際線が９万回・41 路

線の時、地方乗継旅客の利用者便益は、最も低い状態

となり、成田空港旅客数も最も尐なくなる（表－７）。

これは、羽田空港が多路線・多頻度の国際線網を持つ

ことで、成田国際線の意義が相対的に低下するためで

あり、多頻度運航による利便性向上を十分活かせない

状況になる。その一方で、成田国内線拡充は羽田空港

の国際線便数が尐ない状況において、より大きな便益

が発生しており、成田空港からの出国利便性を補完す

ることが分かる。関東甲信旅客は、羽田空港の国際線

が多路線・多頻度化するにつれて便益が増加する（図

－８）。地方乗継旅客と対照的に、成田空港の多頻度化、

国内線拡充による効果は僅かである。 

表－７ 地方乗継旅客の空港利用状況（2014 年） 

 

 

図－７ シナリオ別地方乗継旅客の便益発生額 

 

図－８ シナリオ別関東甲信旅客の便益発生額 

６．おわりに 

本研究では、成田空港を対象とした国内線拡充・国

際線多頻度運航が旅客利便性の向上に与える影響につ

いて、モデルを構築して検討を行った。その結果、国

内線拡充で発生する利用者便益を示し、拡充路線によ

って期待される拡充の効果が異なることを示した。ま

た、成田空港の国際線拡充が利用者便益に与える影響

について、将来の首都圏空港シナリオを想定して分析

を行った。結論として、2014 年程度の旅客数では、成

田国際線多頻度化を行っても発着枠には余裕があり、

国内線拡充は十分に可能である。また、羽田空港の国

際線が多路線・多頻度となると、成田の国際線多頻度

化だけでは成田空港の余剰枠を有効に活用することが

できない。この場合、国内線を拡充することが利便性

だけでなく、有効利用の観点からも必要であろう。 

今後の課題として、分析に当たって設けた仮定条件

や制限を緩和し、検討対象国際空港の拡大や発着時間

帯を考慮した分析の実施が必要である。 
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羽田枠数 国際路線 成田現状維持 国際線多頻度 ＋国内 1万回 ＋国内２万回 ＋国内３万回 

羽
田 

6 万 
19 295,790  265,059  236,263  229,273  228,922  
41 311,324  253,001  222,806  215,699  212,080  

9 万 
19 400,257  447,943  422,884  415,654  411,425  
41 480,694  507,940  462,104  450,857  444,694  

成
田 

6 万 
19 1,369,582  1,400,313  1,429,109  1,436,099  1,436,450  
41 1,354,048  1,412,371  1,442,566  1,449,673  1,452,292  

9 万 
19 1,265,115  1,217,429  1,242,488  1,249,718  1,253,947  
41 1,184,678  1,157,432  1,203,268  1,214,515  1,220,678  

 

対象 シナリオ想定の要素 想定方法・概念 

羽田 
空港 

国際線総枠数（６万回・９万回） 
６万回と９万回を想定。以下の路線を対象に、需要量に
応じた便数を配分。就航時間帯・距離制限は無くなる。 

国際線就航路線数と運航頻度（19
路線・41 路線） 

高需要路線に集中した場合と、多路線網を持った場合を
検討。高需要として、2007 年の羽田・成田出国者の 60%
が利用した 19 路線と、多路線網には 90%が利用した 41
路線を設定。需要量に応じた運航頻度とする。 

成田 
空港 

国際線多頻度運航 

距離帯に応じた中・小型化機材を設定し、旅客数に応じ
た多頻度運航が行われる状況を想定。国際線運航便数
の変化により、成田空港を選択する旅客数が変動するた
め、収束計算により多頻度化上限便数を算出。 

国内線拡充 
表－５の④ケースの路線を拡充。国際線多頻度化に加え
て、１万回、２万回、３万回を拡充するケースを想定。 

旅客 成田・羽田出国旅客を対象 
2014 年レベルの旅客数を想定し、2010 年の旅客数を年
率 2%で拡大した値を利用。ODに関しては、2007年のもの
を利用する。 

 


